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「学校の『危機管理マニュアル』等の評価・見直しガイドライン」 

の活用について（依頼） 

 

「危険等発生時対処要領」（危機管理マニュアル）は、学校保健安全法第 29

条に基づき各学校で作成が義務付けられており、学校で危機管理を具体的に実行

するために必要な事項や手順等を示すものとされています。 

すでに各学校では、学校保健安全法の定めに基づき、地域や学校の実情を踏ま

えた危機管理マニュアルを作成しておりますが、危機管理マニュアルは、一度作

成すればよいというものではなく、学校で実施した訓練等の検証結果や、学校を

取り巻く様々な状況の変化、国内外で発生した事故・災害事例の教訓、先進校の

取組事例などを基に、常に見直し・改善を行うことが必要です。 

また今般、災害対策基本法等の一部を改正する法律（令和 3 年法律第 30 号）が

成立し、新たな避難情報として避難勧告が廃止されたことなど、状況の変化を踏

まえ、危機管理マニュアルの適切な見直しが急務となっています。 

さらに、平成 29 年の水防法及び土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策

の推進に関する法律の一部改正により、市町村地域防災計画において要配慮者利

用施設に位置付けられている学校のうち、浸水想定区域及び土砂災害警戒区域に

立地している学校においては、避難確保計画の作成及び避難確保計画に基づく避

難訓練の実施が義務付けられておりますので、該当する学校におかれては、遅滞

なく確実に対応する必要があります。なお、別添写しのとおり、６月８日付３施

参事第１０号での調査結果を受け、当該計画の作成や避難訓練の実施の状況につ

御中 



いては、別途確認させていただく予定です。 

こうした状況を踏まえ、文部科学省ではこの度「学校の『危機管理マニュアル』

等の評価・見直しガイドライン」（以下「本ガイドライン」という。）を作成し

ました。 

本ガイドラインは「チェックリスト編」「解説編」「サンプル編」の３編で構

成されており、各学校でこうした危機管理マニュアルの見直し・改善を行う際の

評価の観点（チェックリストや考え方）、その他参考となる情報などの提供を目

的として取りまとめました。学校で危機管理マニュアルの見直しを行う際に活用

することはもちろんのこと、学校設置者等が学校の危機管理マニュアルの内容を

確認し、改善に向けた指導・助言等を行う際にも適宜活用願います。 

各都道府県・指定都市教育委員会におかれては、所管の学校（専修学校を含む。

以下同じ）及び域内の市区町村教育委員会に対し、各都道府県私立学校主管課に

おかれては、所轄の学校法人及び学校に対し、各国公立大学担当課におかれては、

所管の附属学校に対し、構造改革特別区域法（平成 14 年法律第 189 号）第 12 条

第１項の認定を受けた各地方公共団体の学校設置会社担当課におかれては、所轄

の学校設置会社及び学校に対し、各都道府県・指定都市・中核市認定こども園主

管課におかれては、域内の市区町村認定こども園主管課及び所轄の認定こども園

に対して、周知されるようお願いいたします。 

 

○「学校の『危機管理マニュアル』等の評価・見直しガイドライン」 

https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1401870_00002.htm 

 

 

【本件担当】  

文部科学省総合教育政策局 

男女共同参画共生社会学習・安全課 

安全教育推進室 防災教育係 

電話：03-5253-4111(内線 2670)  

E-mail:anzen@mext.go.jp 



 

３施参事第 10 号 

令和３年６月８日 

 

各 都 道 府 県 教 育 委 員 会 施 設 主 管 課 長 

各都道府県教育委員会学校安全主管課長 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 課 長 

構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた  

各地方公共団体の学校設置会社担当課長 

各 都 道 府 県 専 修 学 校 主 管 課 長  殿 

各都道府県教育委員会専修学校主管課長 

各 都 道 府 県 認 定 こ ど も 園 主 管 課 長 

各 国 公 私 立 大 学 施 設 担 当 部 課 長 

各国公私立高等専門学校施設担当部課長 

厚 生 労 働 省 医 政 局 医 療 経 営 支 援 課 長 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課長 

 

 

文部科学省大臣官房文教施設企画・防災部参事官 

野 口  健  

 

文部科学省総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課長 

石 塚  哲 朗  

（公印省略） 

 

 

 

浸水想定区域・土砂災害警戒区域に立地する学校に関する調査の結果及び 

水害・土砂災害対策の実施について（通知） 

 

近年、気候変動に伴う水害・土砂災害の激甚化・頻発化により学校においても甚大な被害が発

生しています。また、学校における水害・土砂災害対策は、避難確保計画の作成や避難訓練の実

施等によるソフト面の対策と、施設整備によるハード面の対策の両方から実施することが重要で

す。このため、浸水想定区域※1・土砂災害警戒区域※2 に立地しており、かつ、市町村地域防災計

画で要配慮者利用施設として位置づけられた公立学校を対象として、水害・土砂災害対策の実施

状況調査を初めて実施し、その結果を別紙のとおり取りまとめましたので、お知らせします。 

この調査結果によれば、ソフト面の対策について、いまだに、水防法や土砂災害防止法※3 によ

り義務付けられている避難確保計画の作成や避難訓練の実施を行っていない学校が見られます。

このような学校においては、「学校の「危機管理マニュアル」等の評価・見直しガイドライン（令

和３年６月）」※4を参考に、今年度中に速やかに避難確保計画を作成し、避難確保計画に基づいた

避難訓練を確実に実施する必要があります。学校安全所管課においては、本調査で未作成・未実

施であった学校に対し、避難確保計画（各学校の危機管理マニュアルが、水防法又は土砂災害防

止法に基づく避難確保計画に求められている事項を満たしていれば可）の作成と、避難確保計画

に基づいた避難訓練や防災教育の実施について指導願います。さらに、各学校における避難確保

計画の作成状況や、避難訓練等の実施予定についても、速やかに確認願います。 

また、ハード面の対策については、児童生徒等の安全の確保、避難所としての運営、学校教育

浸水想定区域・土砂災害警戒区域に立地する学校に関する調査の結果をお知らせす

るとともに、水害・土砂災害対策の実施について重要なお願いをするものです。必ず

確認をお願いします。 

写 



活動の早期再開等に支障のないよう、例えば、老朽化対策に合わせて、「学校施設の水害・土砂災

害対策事例集（令和３年６月）」※5を参考に、学校設置者が主体となって水害・土砂災害から学校

を守る取組や、防災担当部局等の要請に学校設置者が協力し、水害から地域を守ることに学校が

貢献する取組を検討していただきますようお願いします。また、「台風等の風水害に対する学校施

設の安全のために（令和２年３月）」※6を参考に、施設・設備の点検や重要書類等の保管場所の検

討をお願いします。 

このことについて、都道府県教育委員会においては域内の市区町村教育委員会及び所管の学校

に対し、都道府県私立学校主管課においては所管の私立学校に対し、附属学校を置く各国公立大

学法人においては所管の附属学校に対し、構造改革特別区域法第 12条第１項の認定を受けた地方

公共団体においては所管の学校設置会社及び当該会社が設置する学校に対し、都道府県専修学校

主管課及び都道府県教育委員会専修学校主管課においては所管の専修学校に対し、都道府県認定

こども園主管課においては域内の市区町村認定こども園主管課及び所管の認定こども園に対し、

厚生労働省の専修学校主管課においては所管の専修学校に対し、それぞれ周知いただくようお願

いします。 

 

※1 国土交通大臣又は都道府県知事が指定した河川について、想定最大規模降雨により当該河川が氾濫した場合に、浸水が

想定される区域（洪水浸水想定区域）、都道府県知事又は市町村長が指定した排水施設等について、想定最大規模降雨によ

り雨水を排除できなくなった場合に、浸水が想定される区域（雨水出水浸水想定区域）、都道府県知事が指定した海岸につ

いて、想定し得る最大規模の高潮による氾濫が発生した場合に、浸水が想定される区域（高潮浸水想定区域）のこと（水

防法第 14条、第 14条の 2、第 14条の 3関係） 

※2 土砂災害による被害を防止・軽減するため、危険の周知、警戒避難体制の整備を行う区域のこと（土砂災害警戒区域等

における土砂災害防止対策の推進に関する法律第 7条第 1項関係） 

※3 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12年法律第 57号） 

※4 学校の「危機管理マニュアル」等の評価・見直しガイドライン（令和３年６月）  （QRコード） 

（URL）https://www.mext.go.jp/a_menu/kenko/anzen/1401870_00002.htm 

 

 

※5 学校施設の水害・土砂災害対策事例集（令和３年６月）    （QRコード） 

   （URL）https://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/bousai/mext_00001.html 

  

 

※6 台風等の風水害に対する学校施設の安全のために（令和２年３月）   （QRコード） 

（URL）https://www.mext.go.jp/a_menu/shisetu/bousai/mext_00477.html 

  

  

（本件連絡先） 

大臣官房文教施設企画・防災部 

参事官（施設防災担当）付施設防災企画係 

電 話：03－6734－3184 

メール：bousai@mext.go.jp 

 

総合教育政策局男女共同参画共生社会学習・安全課 

安全教育推進室防災教育係 

電 話：03－6734－2670 

メール：anzen@mext.go.jp 
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